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議事１ 医師の働き方改革に関する議論の
経緯について

1



医師の健康確保に関する
日本医師会の取り組み
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日本医師会は10年以上前から勤務の健康支援に取組んできた

「勤務医の健康支援のための検討委員会」の取組
(旧名称：勤務医の健康支援に関するプロジェクト委員会）

労基法に照らし合わせた働き方と現在の医療を支え患者を救っている働き方につい
て、「現実的なすり合わせ」を検討することで、医師の過重労働を防ぎ、医師の健康と
患者の安全、病院組織の健全な運営につなげることを目的として設置。

1年目（2008・Ｈ20年度）

2年目（2009・Ｈ21年度）

3年目（2010・Ｈ22年度）

4年目（2011・Ｈ23年度）

5年目（2012・Ｈ24年度）

6年目（2013・Ｈ25年度）

8年目（2015・Ｈ27年度）

委員会設置

第1回 勤務医１万人アンケート調査の実施

⇒「勤務医を守る病院7ヵ条」「医師が元気に働くための7ヵ条」

職場環境改善ワークショップをスタート(以後、全国展開）

「勤務医の労働時間ガイドラインのあり方について」作成

「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツール」作成

「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツール」の改訂

・第2回の勤務医全国アンケートの実施
・医療勤務環境改善支援センター業務のアンケート調査実施

・「勤務医の健康支援のための15のアクション」を作成

7年目（2014・Ｈ26年度）
医療勤務環境改善支援センター主催による
初めてのワークショップを開催（三重県）

改正医療法
の成立

関
係
省
庁
へ
の
働
き
か
け
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日本医師会「勤務医の健康支援に関する検討委員会」
Ｈ21年第１回「勤務医の健康の現状と支援のあり方に関する調査」に基づく支援策

調査結果
日医会員１万人を無作為抽出
有効回答率40.6％

■平均睡眠時間
６時間未満が４１％

■自宅待機
月に８日以上２０％

■２人に１人が
・休日

月に４日以下
・クレーム経験

半年以内に１回以上
・相談

自身の体調不良を他人に
相談しない

■メンタル面のサポート
サポート必要（９％）
自身を否定的に見る（７％）
１週間に数回以上死や自殺に
ついて考える（6％）

１．医師、病院管理者の意識改革・啓発
のための
「勤務医の健康を守る７か条」
「医師が元気に働く７か条」

パンフレットを作成・配布

２．医療機関の現状を分析し、できる
ところから取り組みを進めるための
「勤務医の労務管理に関する分析・
改善ツール」

を作成・配布

３．病院のケーススタディを中心とした
「医師の職場改善ワークショップ」

を全国で展開

医
師
の
メ
ン
タ
ル
面
を
含
む
支
援
策
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2009(平成21)年9月3日 産経新聞（朝刊）
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改正医療法で定められた「指針」に
委員会で作成した「分析・改善ツール」が

紹介されています

日本医師会ホームページ
http://dl.med.or.jp/dl-med/kinmu/kshien_tool201403k.pdf

「勤務医の労務管理に関する分析・改善ツール」
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2014(平成26)年度
医療法改正等
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第三十条の十九 ＜新設＞
病院又は診療所の管理者は、当該病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務
環境の改善その他の医療従事者の確保に資する措置を講ずるよう努めなければ
ならない。

第三十条の二十 ＜新設＞
厚生労働大臣は、前条の規定に基づき病院又は診療所の管理者が講ずべき措置に
関して、その適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項を定め、これを
公表するものとする。

医療機関の管理者の勤務環境改善等への取組が明記（努力義務）

厚生労働省は医療機関のために「指針」策定

改正医療法（平成２６年6月成立）①
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第三十条の二十一 ＜新設＞
都道府県は、医療従事者の勤務環境の改善を促進するため、次に掲げる事務を
実施するよう努めるものとする。
一 病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務環境の改善に関する相談に応じ、

必要な情報の提供、助言その他の援助を行うこと。
二 病院又は診療所に勤務する医療従事者の勤務環境の改善に関する調査及び

啓発活動を行うこと。
三 前二号に掲げるもののほか、医療従事者の勤務環境の改善のために必要な
支援を行うこと。

２ 都道府県は、前項各号に掲げる事務の全部又は一部を厚生労働省令で定める
者に委託することができる。

３ 略

都道府県は「医療勤務環境改善支援センター」設置に努める

改正医療法（平成２６年6月成立）②
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第三十条の二十五 ＜新設＞ （要約）
都道府県は、地域医療対策を踏まえ、地域において必要とされる医療を確保する
ため、次に掲げる事務を実施するよう努める。
一 必要とされる医療の確保に関する調査及び分析を行う。
二 医療機関に対し、医師の確保に関する相談に応じ、必要な情報の提供、助言

その他の援助を行う。
三 就業を希望する医師、大学の医学部の学生やその他の関係者に対し、就業に

関する相談に応じ、必要な情報の提供、助言その他の援助を行う。
四 医師に対し、研修その他の能力の開発及び向上に関する相談に応じ、必要な

情報の提供、助言その他の援助を行うこと。
五 前各号に掲げるもののほか、医師の確保を図るために必要な支援を行う。
２ 略
３ 都道府県は、第一項各号に掲げる事務及び前項に規定する事務（地域医療支援事

務）の全部又は一部を厚生労働省令で定める者に委託できる。

「地域医療支援センター」が改正医療法に明確に位置づけられた

改正医療法（平成２６年6月成立）③
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（基金） （要約）
第六条 都道府県が、第四条第二項第二号の事業に要する経費全部又は一部を負
担するため、地方自治法 第二百四十一条の基金を設ける場合、国は、政令で定め
るところにより、必要な資金の三分の二を負担する。

【第四条第二項第二号の事業】
１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の
整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 介護施設等の整備に関する事業
４ 医療従事者の確保に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業
６ その他の事業

（財源の確保） （要約）
第七条 前条の基金の財源に充てるために、同条の規定により国が負担する費用は、
「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法
の一部を改正する等の法律」の施行により増加する消費税の収入をもって充てる。

地域医療介護総合確保推進法（平成２６年6月成立）
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働き方改革関連法と
医師の働き方改革について
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「働き過ぎ」を防ぎながら、「ワーク・ライフ・バランス」と
「多様で柔軟な働き方」を実現

目的

主な見直し内容

１．労働時間に関する制度の見直し
（１）長時間労働の是正（時間外労働の上限規制の導入）
（２）労働時間の状況の把握の実効性確保

５．勤務間インターバル制度の導入促進

２．１人１年あたり５日間の年次有給休暇の取得義務付け

３．月６０時間を超える残業は割増賃金率を引き上げ

４．産業医・産業保健機能の強化

働き方改革関連法（2018(平成30)年6月29日成立）
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上限規制の適用が猶予・除外となる事業・業務

1. 工作物の建設等の事業

2. 自動車の運転の業務

3. 新技術，新商品等の研究開発の業務

4. 鹿児島県及び沖縄県における砂糖を製造する事業

⚫ 時間外労働規制の対象とするが、医師法に基づく応召義務等の特殊性
を踏まえた対応が必要。

⚫ 具体的には、医療界の参加の下で検討の場を設け、質の高い新たな医
療と医療現場の新たな働き方の実現を目指し、２年後を目途に規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について検討し、改正法の施行
期日の５年後を目途に規制を適用する（2024年4月）こととし、結論を
得る。

医師についての取り扱い

医師が入っていない
このままでは、地域医療
が崩壊する懸念も
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※時間外労働上限の規定等に伴う省令改正は、医事法制における対応が完了した後を予定

医師の働き方改革に関する検討会 報告書

上限時間を定める省令案について
労働政策審議会（労働条件分科会）で審議

医療法等の一部を改
正する法律の成立後

に議論予定

2019（平成31）年
3月

社会保障審議会
医療部会における審議

医療法等の一部を改正する法律案を閣議決定、
国会へ提出

〇医師の働き方改革の推進に関する検討会 中間とりまとめ
〇医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進
に関する検討会 議論の整理の公表、等

2020（令和2）年
12月

2021（令和3）年
2月～

・
・
・

医師の働き方に関する検討の流れ
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Ⅱ.医師・医療従事者の働き方改革
（医師の時間外労働に対する
上限規制：2024年～）

① 医療機関における労働時間管理の適正
化とマネジメント改革

② 上手な医療のかかり方に向けた普及・啓
発と患者・家族への支援

Ⅲ.実効性のある医師偏在対策
（偏在是正の目標年：2036年）

① 地域及び診療科の医師偏在対策

② 総合診療専門医の確保等のプライマ
リ・ケアへの対応

2040年に向けて新たな課題に対応するため、

Ⅰ.地域医療構想の実現に向けた取組、Ⅱ.医療従事者の働き方改革、
あⅢ.医師偏在対策を推進し、総合的な医療提供体制改革を実施

Ⅰ.医療施設の最適配置の実現と連携

（地域医療構想の実現：2025年まで）

① 全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成

② 具体的対応方針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる取組

2040年の医療提供体制を見据えた改革

16
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医師の働き方改革(医療法)についての日本医師会のスタンス

○ 医療法等の改正で、医師の働き方を地域医療とのバランスをみながら改革し
ていくことになった点は評価できる。医師の厳しい勤務環境の改善は長年の
課題であり、医師の労働時間短縮への取組や健康確保策の推進は重要である。

○ 一方、2024年4月施行というスケジュールがあることで拙速に進めることは、
地域医療の混乱を招きかねない。コロナ禍において、現場が医師の働き方改
革に取り組める状況であるのか、注視していく必要がある。

○ 医師の労働時間短縮計画を調査する「評価機能」と臨床従事６年目以降の医
師の高度技能の認定を取り扱う「特定高度技能の審査組織」は、地域医療の
確保、医療の質の維持と進歩にとって大変に重要である。持続的・安定的に
業務遂行ができるよう体制整備を進めていく必要がある。

○ 働き方の新制度を早期に幅広く浸透させる必要がある。特に、大学病院と基
幹病院に対しては、派遣医師の引上げで地域医療に影響が出ないよう、早期
の周知が求められる。

概要
・勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成
・地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県
知事が指定する制度の創設

・当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等
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議事2 地域医療介護総合確保基金について



国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画
）

都
道
府
県

都道府県計画

(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付 提
出

交付 提
出

申
請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の推進に関する事業【新規】

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和２年度政府予算（案）：公費で2,018億円
（医療分 1,194億円、介護分 824億円）
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地域医療勤務環境改善体制整備事業の対象となる医療機関について（イメージ）

年間夜間・休日・時間外入院件数

500件以上 500件未満

年
間
救
急
車
受
入
件
数

2000件以上 診療報酬による対応（※１）

1000件以上
2000件未満

基金事業による対応（※２）

1000件未満
基金事業による

対応（※２）

基金事業による
対応（※３）

（※１）ほかに必要な施設基準を満たし、かつ病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制をとっていることが必要。
（※２）地域医療に特別な役割がある医療機関であり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知事が認めた医療機関であることが必要。

離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関含む。

（※３）以下のいずれかに当たり、地域医療に特別な役割がある医療機関であり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知事が認めた医
療機関が対象。離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関含む。
・地域医療の確保に必要な医療機関であって、
－ 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している場合

－ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある場合など、５疾病５事業で重要な
医療を提供している場合

・その他在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
20



１．救急医療に係る実績として、救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによる搬送受入件数が年間で2000件以上であること。

２．病院の医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制として、次の体制を整備していること。
・ 病院勤務医の勤務状況の把握とその改善の必要性等について提言するための責任者を配置すること
・多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議を設置し、計画を作成すること 等

救急病院等における勤務医の働き方改革への特例的な対応について

診療報酬の対象要件のイメージ （公費ベース126億円）

１．補助の対象となる医療機関は、以下のような都道府県知事が認める医療機関を想定。
・ 救急車受入件数が1000台以上2000台未満であり、地域医療に特別な役割がある医療機関
・救急車受入件数が1000台未満のうち、
－ 夜間・休日・時間外入院件数が500件以上で、地域医療に特別な役割がある医療機関
－ 離島、へき地等で、同一医療圏に他に救急対応可能な医療機関が存在しないなど、特別な理由の存在する医療機関
・地域医療の確保に必要な医療機関であって、
－ 周産期医療、小児救急医療機関、精神科救急等、公共性と不確実性が強く働く医療を提供している場合

－ 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患の急性期医療を担う医療機関であって一定の実績と役割がある場合など、５疾病５事
業で重要な医療を提供している場合

・その他在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関

２．基金の交付要件として、追加的健康確保措置に取り組み、かつ、時短計画を定めるなどを条件に交付する。

３．上記の総合的な取組に要する、ＩＣＴ等機器、休憩室整備費用、改善支援アドバイス費用、短時間勤務要員の確保経費等をパッ
ケージとして補助。

基金事業の対象要件のイメージ （公費ベース143億円）

○ 令和２年度の診療報酬改定においては、過酷な勤務環境となっている救急医療体制におけ
る重要な機能を担う医療機関（具体的には年間救急車等受入2000台以上）について、地域医
療の確保を図る観点から評価を行うことを検討。

〇 一方、地域医療介護総合確保基金においては、診療報酬の対象とならない医療機関（Ｂ水
準相当）を対象として、地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医
療機関について、医師の労働時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。

金額は令和２年度予算案

中 医 協 総 － ３

２ ． １ ． ２ ９
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事務連絡 別添
地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る令和３年度

配分方針等について （抜粋）

Q&Aで具体的内容を確認して
ください

令和3年度の基金
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Ｑ１ 事業区分Ⅵについて令和 2 年度に申請できなかった医療機関に関しての措置はあるのか。

⇒ 2021 年度限りの措置として前年度に事業区分Ⅵを活用していない医療機関に限り、１床当たり
の標準単価（133 千円）を通常の２倍まで可とすることとします。

Ｑ２ 前年度に事業区分Ⅵを活用していない医療機関に限り、１床当たりの標 準単価（133 千円）
を通常の２倍まで可とする（2021 年度限りの措置）とは、 どのような趣旨か。

⇒ 令和２年度から事業区分Ⅵの事業が始まったが、時を同じくして、医療機関 は新型コロナウイ
ルス感染症への対応を優先せざるをえなくなっていること から、医師の働き方改革について対応で
きていなかった医療機関がその取組 を開始するきっかけをつくる必要があるための措置です。

Ｑ３ 本事業の対象医療機関であって、他の医療機関へ医師派遣を行うことによって当該派遣される
医師の労働時間がやむを得ず長時間となる医療機関については、年の時間外・休日労働時間の上限が
960 時間を超えた 36 協定の締結や締結の検討にかかわらず対象とするとは、どのような趣旨か。

⇒ 令和２年 12 月に「医師の働き方改革の推進に関する検討会」中間とりまとめがなされ、副業・
兼業についても、地域全体での医療提供体制の確保の観点から必須とされるものがあることから、地
域医療確保暫定特例水準の中に、副業・兼業先での労働時間と通算して時間外・休日労働の上限を年
1,860 時間とする水準（連携Ｂ水準）を設けることとされました。（→次ページ）

事務連絡に添付しているQ&A

23



（Q3 回答の続き）

地域医療提供体制を確保するため大学病院などからの医師派遣によって成り立っているという現状
を踏まえ、時間外労働規制適用の際の大学病院などによる医師の派遣の引き上げ等が懸念される中、
医師派遣を行う当該医療機関において、連携Ｂ水準を活用しながら、副業・兼業先医療機関等と地域
医療提供体制の確保に配慮した、シフト調整、副業・兼業先も含めた労働時間短縮の取組など、派遣
を継続しつつ丁寧な調整が行われることを支援するため、これを対象とすることとします。

なお、具体的には、管理運営要領の令和２年度における別記３「勤務医の労働時間短縮に向けた体
制の整備に関する事業」の４の（２）※を踏まえると、例えば、

〇前月等に労働時間把握した際、月の時間外・休日労働が 80 時間を超える医師が 1 人でもい
る場合には３６協定の見直しを検討することで、当該医療機関は対象となりえるが、もしそ
うした医師がいない場合であっても、医師派遣を行うことで副業・兼業先も含めて月の時間
外・休日労働が 80 時間を超える医師が 1 人でもいる場合や、

〇自院や派遣先の医療機関、及びこれらの属する医療圏の急な医療需要の増、医師数の減等と
なって、こうした長時間労働が生じることが見込まれる場合等

も対象となります。

※別記３「勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業」の４の（２）抜粋月の時間外・休日労働が 80 時間を
超える医師を雇用している若しくは雇用を予定している医療機関で、労働基準法第 36 条に規定される労働組合若しくは労
働者の代表と結ぶ協定（以下「36 協定」という。）において全員又は一部の医師の年の時間外・休日労働時間の上限が 960 
時間を超えていること又は全員若しくは一部の医師の年の時間外・休日労働時間の上限が 960 時間を超えた 36 協定の締結
に向けた見直しを予定若しくは検討していること。
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Ｑ４ 医療提供に関する実績について、緊急事態宣言期間の実績を控除し、同等の期間を遡及し
て実績を求めることなど、診療報酬の特例に準じた取扱いとするとあり、（注）にて「新型コロ
ナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 26）（令和２年８月31日
厚生労働省保険局医療課事務連絡）等」とあるが、具体的にはどのような取扱いとなるのか。

⇒ 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いとして、これまで累次にわた
る取扱がなされてきたが、令和2年8月31日付事務連絡においては、「２．患者及び利用者の診療
実績等に係る要件の取扱いについて」において、一定期間の実績を求める要件等の臨時的な取扱
いが示され、例えば地域医療体制確保加算における｢救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプ
ターによる搬送件数が、年間で 2000台以上であること｣等※についても同様の取扱いがなされる
こととなっています。
もともと事業区分Ⅵにおいても、診療報酬と連続した要件設定としてきたことから同様に算定

できるような対応ができるようにする措置です。また、今後、新たに診療報酬上の臨時的な取扱
いが示された場合においても、診療報酬と齟齬がでないように対応できるようにするための措置
です。

※救急用自動車等搬送件数要件以外に、単科病院において脳卒中など含めた５疾病５事業で重要
な医療を提供している場合も対象となり、その診療実績等も同様
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Ｑ５ この事業区分Ⅵにより、当該医療機関の作成する「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善
に資する計画」に基づき医師も含めて利用できる院内保育事業や病児病後児保育等にも活用を
可能であるとのことですが、通常は事業区分Ⅳで実施している場合でも事業区分Ⅵを活用でき
るということですか。

⇒ すでに事業区分Ⅳで実施している分については、引き続き実施していただいて可能ですが、
例えば事業区分Ⅵを活用する医療機関の場合には、交付された事業区分Ⅵに係る補助金を医療
機関の時短計画の一環として活用することも可能（この場合、当該都道府県の行う事業区分Ⅳ
による補助を重複して受けることはできない）であり、また、当該都道府県の院内保育事業に
例えば病事後保育に対する加算等がないなど、都道府県による補助がなされない部分のみに当
該経費に充てることも可能と考えています。

Ｑ６ このほか、令和 2 年度と令和 3 年度の取扱いの違いはありますか。

⇒ 申請が円滑に進むよう、様式について一部見直しを検討しています。
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Ｑ７ 医療機関の作成する「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」について、労
働時間が短縮できなかったときは返還させる必要がありますか。

⇒ 「勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」は作成し取り組むことが重要であり、
2024 年度において実際に労働時間の短縮を達成することまで要件としてはいません。当然、
その短縮目標が達成できなかったことをもって当該医療機関に返還させるものではありませ
ん。むしろ、各都道府県勤改センターにおいて、そのような医療機関に対し、取組を支援す
る必要があると考えられます。

Ｑ８ 医療法等の改正法案も国会に提出されており、医師の時間外労働規制への対策として、今
後、医療勤務環境改善支援センターにおける上記助言事務の増加及びこれに要する経費の増加
が見込まれるとのことですが、具体的にどのような業務がどのくらい考えられますか。

⇒ 医療法の改正がなされた後にはその周知や、時短計画策定支援をはじめとする、令和２年
12 月に出された「医師の働き方改革の推進に関する検討会」中間とりまとめに記載されたよう
な医療機関への支援が考えられますので、当該都道府県における医療機関数など勘案し、幅広
に対応できるよう経費を計上していただく必要があります

27



議事３ 厚生労働省「医師の働き方改革の推
進に関する検討会中間とりまとめ」
について
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29令和2年12月に検討会として 中間とりまとめを行った。
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31

医師の一般則の最大2倍の
時間外労働となるため、
それを認めるプロセスが

必要
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Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の対象医療機関の指定要件

Ｂ水準 連携Ｂ水準 Ｃ-１水準 Ｃ-２水準 備考

1 医療機関機能 ○ ○

2
臨床研修病院又は専門研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･ｶﾘ
ｷｭﾗﾑ認定医療機関である

○

3
特定高度技能を有する医師の育成・研
鑽に十分な環境がある

○
設備、症例数、指導医等につき
審査組織（国レベル）の個別審
査を想定。

4

36協定において年960時間を超える時
間外・休日労働に関する上限時間の定
めをする必要がある

○ ○ ○

副業・兼業先での労働時間を通算する
と、時間外・休日労働が年960時間を
超える必要がある

○

（必要性について、合議での確認）
都道府県医療審議会
の意見聴取

都道府県医療審議会
の意見聴取

地域医療対策協議会
及び都道府県医療審
議会の意見聴取

審査組織及び都道府
県医療審議会の意見
聴取

（必要性について、実績面の確認）
労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

プログラム全体及び
各医療機関の明示時
間数（時短計画実績
値とも整合）で判断

労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

5 都道府県医療審議会の意見聴取 ○ ○ ○ ○

実質的な議論は、医療審議会に
設けられた分科会や地域医療対
策協議会等の適切な場において
行うことを想定

6
労働時間短縮計画が策定され、労働時
間短縮の取組や追加的健康確保措置の
実施体制の整備が確認できる

○ ○ ○ ○ 年１回都道府県へ提出

7 評価機能の評価を受けている ○ ○ 〇 〇
過去３年以内に受審しているこ
と

8
労働関係法令の重大かつ悪質な違反が
ない

○ ○ ○ ○
過去１年以内に送検・公表され
ていないこと

※要件となる項目に○
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各水準の指定と適用を受ける医師について

医療機関

Ａ水準の業務に
従事する医師

Ｂ水準の業務に
従事し、長時間労働が

必要となる医師

長時間、集中的に経験を
積む必要のある研修医・専攻医

特定の高度な技能の修得
のため集中的に長時間
修練する必要のある医師

医療機関に
必要な指定

医師に適用される水準

36協定で定めること
ができる時間*

実際に働くことが
できる時間*（通算）

－ 960以下 960以下

連携B 960以下 1,860以下

B 1,860以下 1,860以下

Ｃ-１
1,860以下 1,860以下

Ｃ-２ 1,860以下 1,860以下

地域医療確保のために
派遣され､通算で長時間
労働が必要となる医師

Ａ水準以外の各水準は、指定を受けた医療機関に所属する全ての医師に適用されるのではなく、
指定される事由となった業務やプログラム等に従事する医師にのみ適用される。所属する医師に異なる
水準を適用させるためには、医療機関はそれぞれの水準についての指定を受ける必要がある。

*年の時間外・休日労働時間数（簡明さを優先し、詳細は省略）

臨床研修医には
より強い健康確保措置

△△科 ××科 ○○科

臨床研修

専門研修

夜間･休日･時間外
対応が頻繁に
発生する業務

※

※特定の高度な技能の修得のための業務
この医療機関の例の場合、

連携Ｂ､Ｂ､Ｃ-１ ､Ｃ-２の４つの指定が必要となる。
（それぞれの指定要件は大部分が共通） 33



【医療機能】
◆「救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療ニーズに対応するため
に整備しているもの」・「政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計画において計画的な確保を
図っている「５疾病・５事業」」双方の観点から、
ⅰ 三次救急医療機関
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入院件数
500件以上」 かつ 「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割を担うと位置付けられた医
療機関」
ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する医療機関、へき地に
おいて中核的な 役割を果たす医療機関

◆特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な医療を提供する
医療機関
（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等

（Ｂ）水準対象医療機関

【長時間労働の必要性】 ※（Ｂ）水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医師ではなく、下記の医師に限られ
る。
◆上記機能を果たすために、やむなく、予定される時間外・休日労働が年960時間を超える医師が存在すること。

出所：2020.11.18「第10回医師の働き方改革の推進に関する検討会」

参考
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【医療機能】
◆医師の派遣を通じて、地域の医療提供体制を確保するために必要な役割を担う医
療機関
（例）大学病院、地域医療支援病院等のうち当該役割を担うもの

連携（Ｂ）水準対象医療機関

【長時間労働の必要性】 ※連携（Ｂ）水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医
師ではなく、下記の医師に限られる。

◆自院において予定される時間外・休日労働は年960時間以内であるが、上記機能を
果たすために、やむなく、他の医療機関での勤務と通算での予定される時間外・休
日労働が年960時間を超える医師が存在すること。
（※連携（Ｂ）水準の指定のみを受けた場合の、個々の医療機関における36協定で
の時間外・休日労働時間の上限は年960時間）

2020.11.18「第10回医師の働き方改革の推進に関する検討会」

参考
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（Ｃ）－１、（Ｃ）－２水準対象医療機関

出所：医師の働き方改革に関する検討会 報告書の概要 （H31.3.28）

Ｃ水準【集中的技能向上水準】
Ｃ－１水準：臨床研修医・専門研修中の医師の研鑽意欲に応えて、一定期間

集中的に知識・手技を身につけられるようにするための医療機
関

Ｃ－２水準：高度な技能を有する医師を育成する必要がある分野において、
新しい診断・治療法の活用・普及等が図られるようにするため
の医療機関

参考
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追加的健康確保措置（Ｂ・Ｃ）
連続勤務制限・勤務間インターバル・代償休息

• 連続勤務制限

宿日直許可なし⇒28時間まで

Ｃ-1水準の臨床研修医⇒15時間

• 勤務間インターバル

宿日直許可なし⇒18時間

宿日直許可あり⇒９時間

Ｃ-1水準の臨床研修医⇒９時間を必ず確保

• 代償休息

Ｃ-1水準の臨床研修医以外で連続勤務制限及び

勤務間インターバルを実施できなかった場合⇒代償休息
37



厚労省ﾘｰﾌﾚｯﾄより

医師は「9時間」

追加的健康確保措置（Ｂ・Ｃ）
勤務間インターバルのイメージ
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• Ｂ・Ｃは、当月の時間外・休日労働が100時間に到達する前に
面接指導

• Ａは100時間到達後でもよい

• 面接指導実施医師は、産業医又は講習を受けた医師

• 月155時間超となった場合、労働時間短縮のための就業上の具
体的な措置をとる

追加的健康確保措置（Ｂ・Ｃ）
面接指導
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面接指導の実施方法について

40

必要な
情報の
提供

結果の
報告

管理者（事業者） 面接指導実施医師

STEP1 睡眠及び疲労の状況の確認

当該月に100時間以上の時間外・休日労働が見込まれる医師
（例えば、前月又は当月の時間外・休日労働が80時間を超えて
いる者）を抽出し、時間外・休日労働が月100時間以上となる前
に、睡眠及び疲労の状況等、以下の事項について確認を行う。

＜確認事項＞
① 前月の休日・時間外労働時間（副業・兼業も自己申告により

通算する）
② 直近2週間の1日平均睡眠時間（可能であればアクチグラフ等

の客観的指標を用いる）
③ 「労働者の疲労蓄積度の自己診断チェックリスト」（以下、

疲労蓄積度チェック）
④ 面接指導の希望

※可能であれば、面接指導対象医師と同じ病棟や診療科で勤務する看護師長や
上級医から、長時間労働の負担による影響の有無等についても確認しておくこ
とが望ましい。

※ 上記確認と面接指導の実施時期については次ページ参照

STEP４ 就業上の措置

面接指導実施医師からの報告及び意見を踏まえ、必要に応じ
て、就業上の措置を講じる。

STEP２ 面接指導

労働安全衛生法に基づく長時間労働者に対する面接指導にお
いて確認を行う事項（勤務の状況、疲労の蓄積の状況、心身の
状況）に加え、睡眠負債の状況を確認する。また、医師につい
てはバーンアウト（燃え尽き）のリスクが高いことを踏まえ、
ワークエンゲイジメント（熱意・没頭・活力）とバーンアウト
（燃え尽き）の相違も念頭に置きつつ、評価を行う。

＜確認事項＞
① 勤務の状況
② 睡眠負債の状況
③ 疲労の蓄積の状況
④ 心身の状況（うつ症状や心血管疾患のリスク等）

必要に応じて睡眠や休息等に関する助言や保健指導を行う。

STEP３ 報告書・意見書の作成

面接指導に基づき、本人への指導区分及び就業区分の判定し、
報告書及び意見書を作成の上、管理者に報告する。報告書・意
見書の作成に当たっては、必要に応じて、産業医、院内の専門
科又は専門医療機関と連携することが望ましい。

＜本人への指導区分＞ ※複数回答可
0．措置不要 １．要保健指導
２．現病治療継続 又は 医療機関紹介

＜就業区分＞
0．通常勤務 1．就業制限・配慮 2．要休業産業医

連携 40



令和3年度予算概算要求より

参考
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Ｃ-２水準の審査組織について（案）

 審査組織については、特定高度技能の特定や審査業務に相当の専門性が必要になると想定されることから、学術団
体等に協力を得る必要があるが、具体的な組織の運営方法については、以下のように、厚生労働省からの委託等の
形とし、各領域の関連学会から審査への参加や技術的助言を得ることとする。

厚生労働大臣
分野の公示

委託等

【審査組織(案)】

結果報告

全体を統括する委員会

①特定高度技能の特定

技能の特定に
関する委員会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

技能の特定に関する技術的助言

②医療機関の教育研修環境の審査 ③特定高度技能研修計画の審査

医療機関の審査に
関する委員会

Ｃ－２水準対象医療機関の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

個別計画の審査
に関する委員会

Ｃ－２水準対象医師の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

審査組織

＜構成員＞
・医療分野代表者
・労働分野代表者
・各領域の有識者
・若手医師（勤務医）

※特定高度技能の特定とあわせて、当該技能の習得に必要とされる設備、症例数、指導医等、当該技能に関する医療機関の教育研修環境及び
特定高度技能研修計画の審査における基準となるものを示す。

参考
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３６協定の月上限 連続勤務時間制限・インターバル規制等 面接指導・就業上の措置 （参考）時短計画の策定

Ａ水準適用者の
み医療機関

100時間未満 努力義務

100時間以上 努力義務 義務（※１）

Ｂ・連携Ｂ指定
あり医療機関

100時間未満 Ｂ・連携Ｂ業務対象
者は義務

その他の業務対
象者は努力義務

義務
100時間以上 義務（※２）

Ｃ指定あり医療
機関

100時間未満
Ｃ業務対象者は義務

その他の業務対
象者は努力義務

義務
100時間以上 義務（※２）

別紙１
追加的健康確保措置の義務及び履行確保の流れ

都道府県によるＢ・連携Ｂ・Ｃ医療機関の特定

措置の対象者について、36協定により人数が特定
（実務上は、名簿を作成）

医療機関が名簿掲載者の就業状況を記録（各日の出退勤時間、
インターバル時間、連続勤務時間、代償休息対象時間数、代償

休息の取得状況）

立入検査において実施状況を確認、指導

都道府県によるＢ・連携Ｂ・Ｃ医療機関の特定
（Ａ水準適用者のみの医療機関における100時間以上の者について

は、立入検査の中で把握）

措置の対象者（候補）については、36協定により人数が特定
（実務上は、名簿を作成）

医療機関が名簿掲載者の面接指導・就業上の措置の実施状況を記録
（月100時間となったかどうか、当該月に面接指導を事前に行った

かどうか、医師の意見内容と講じた就業上の措置内容等）

都道府県による支援

改善命令

罰則、取消

なお未実施の場合

従わない場合

改善

Ｂ・連携Ｂ・Ｃ医療機関の指定の継続

改善
改善

立入検査において実施状況を確認、指導

（※１）当月の時間外労働が80時間超になった場合、疲労度確認を行い、疲労の蓄積に応じて面接指導を実施。
（※２）当月の時間外労働が100時間になる前に面接指導を実施。例えば、前月の時間外労働が80時間超となった場合、あらかじめ面接指導のスケジュールを組んでおく。

都道府県による支援

改善命令

罰則、取消

なお未実施の場合

従わない場合

改善

Ｂ・連携Ｂ・Ｃ医療機関の指定の継続

改善
改善

追
加
的
健
康
確
保

措
置
の
実
施
状
況

を
関
係
者
と
共
有
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医師の働き方
改革の推進に
関する検討会

医師の働き方改革を
進めるためのタスク・
シフト/シェアの推進

に
関する検討会

救急・災害医療提供
体制等の在り方に
関する検討会

※救急救命士の資質活用

医政局

労働政策審議会

労働基準局

兼業・副業

■診療報酬
■財政支援制度（基金）財源財務省と協議

中医協・社会保障審議会（医療部会・医療保険部会）

検討の場の整理
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○ここで、応召義務の新たな解釈等を検討する前提として、応召義務の法的性質
を改めて以下のとおり確認する。

・応召義務は、医師法に基づき医師が国に対して負担する公法上の義
務であるが、
刑事罰は規定されておらず、行政処分の実例も確認されていない。

・応召義務は、私法上の義務ではなく、医師が患者に対して直接民事上
負担する
義務ではない。

第10回厚労省検討会資料（Ｈ30.9.16）

医療提供体制の変化を踏まえた応召義務のあり方について国の検討内容
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◆ 医師に対して時間外労働の上限規制が適用される2024年４月に向けて、労働時間の短縮を着実に推進していくことが重要である。「医師の働
き方改革に関する検討会 報告書」では、労働時間短縮を強力に進めていくための具体的方向性の一つとしてタスク・シフティング/シェアリングがあ
げられた。

◆ 現行制度の下でのタスク・シフティングを最大限推進しつつ、多くの医療専門職種それぞれが自らの能力を活かし、より能動的に対応できる仕組み
を整えていくため、関係職能団体等30団体からヒアリングを行った。

◆ ヒアリング内容を踏まえて、タスク・シフト/シェアの具体的な検討を有識者の参集を得て行う。

「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会」について

構成員

青木 郁香

秋山 智弥

猪口 雄二

今村 聡

釜萢 敏

木澤 晃代

権丈 善一

齋藤 訓子

永井 康徳

永井 良三

根岸 千晴

裵 英洙

馬場 秀夫

公益社団法人日本臨床工学技士会事務局業務部長

岩手医科大学看護学部特任教授

公益社団法人全日本病院協会会長

公益社団法人日本医師会女性医師支援センター長

公益社団法人日本医師会常任理事

日本大学病院看護部長

慶應義塾大学商学部教授

公益社団法人日本看護協会副会長

医療法人ゆうの森理事長たんぽぽクリニック

自治医科大学学長

埼玉県済生会川口総合病院副院長（麻酔科主任部長兼務）

ハイズ株式会社代表取締役

熊本大学大学院生命科学研究部消化器外科学講座教授

（※五十音順）（計13名）

◎：座長、○：座長代理

◎

本検討会の検討事項

（１）タスク・シフティング及びタスク・シェアリングの効果と
具体的在り方

（２）タスク・シフティング及びタスク・シェアリングのために
必要な教育・研修等

検討のスケジュール

◆ 第１回（令和元年10月23日）
・医師の働き方を進めるためのタスク・シフト/シェアについて

◆ 第２回（令和元年11月８日）
・整理した項目の進め方について
・現行制度上実施できない業務について

◆ 第３回（令和元年11月20日）
・現行制度上実施できる業務、明確に示されていない業務について

◆ 第４回（令和元年12月25日）
・タスク・シフト/シェアした場合の業務の安全性等について

◆ 第５回（令和２年１月20日）
・業務範囲の見直しに伴う教育・研修について
・タスク・シフト/シェアを推進するためには法令改正が必要な業務について

◆ 第６回（令和２年２月19日）
・タスク・シフト/シェアを推進するためには法令改正が必要な業務について
・現行制度上実施可能な業務の推進について
・｢救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会｣における救急救命士
の検討の状況について（報告）

◆ 第７回（令和２年12月11日）
・救急救命士の資質活用に向けた環境の整備に関する議論の整理について（報告)
・議論の整理（案）について

○
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助産師 看護師

○ 助産師外来・院内助産（低リスク妊婦の健診・分娩管理、妊産婦の保健指導）[1,2]
○ 特定行為（38行為21区分）[1]
○ 予め特定された患者に対し、事前に取り決めたプロトコールに沿って、 医師が事前に指示した薬剤

の投与、採血・検査の実施[2,3]
○ 救急外来において、医師が予め患者の範囲を示して、事前の指示や 事前に取り決めたプロトコー

ルに基づき、血液検査オーダー入力・採血・検査の実施[4]
○ 画像下治療(IVR)/血管造影検査等各種検査・治療における介助[5]
○ 注射、ワクチン接種、静脈採血（静脈路からの採血を含む）、静脈路確保･抜去及び止血、末

梢留置型中心静脈カテーテルの抜去及び止血、動脈ラインからの採血、動脈ラインの抜去及び止
血[6,9,10~13]

○ 尿道カテーテル留置[18]

薬剤師

○ 手術室・病棟等における薬剤の払い出し、手術後残薬回収、薬剤の調製等、薬剤の管理に関す
る業務[1,2]

○ 事前に取り決めたプロトコールに沿って、処方された薬剤の変更[3]
＜投与量・投与方法・投与期間・剤形・含有規格等＞
○ 効果・副作用の発現状況や服薬状況の確認等を踏まえた服薬指導、処方提案、処方
支援[5,7,8]

診療放射線技師

○ 血管造影･画像下治療(IVR)における医師の指示の下､画像を得るためカテーテル及びガイドワイ
ヤー等の位置を医師と協働して調整する操作[2]

○ 医師の事前指示に基づく、撮影部位の確認・追加撮影オーダー[8]
＜検査で認められた所見について､客観的な結果を確認し､医師に報告＞

臨床検査技師

○ 心臓･血管カテーテル検査､治療における直接侵襲を伴わない検査装置の操作[1]
＜超音波検査や心電図検査、血管内の血圧の観察・測定等＞

○ 病棟・外来における採血業務（血液培養を含む検体採取）[18]
臨床工学技士

○ 手術室、内視鏡室、心臓・血管カテーテル室等での清潔野における器械出し[1]
＜器材や診療材料等＞

○ 医師の具体的指示の下、全身麻酔装置の操作や人工心肺装置を操作して行う血液、補液及び
薬剤の投与量の設定等[2,8]

医師事務作業補助者 ※※

○ 医師の具体的指示の下、診療録等の代行入力[1]

◆ 特に推進するものの考え方（次の5項目を目安に、職種ごとに示す）
－タスクシフト/シェアする側（医師団体、病院団体）提案の業務 －説明や代行入力といった職種横断的な業務
－特に長時間労働を行っているとされている診療科や複数診療科に関連する業務 －過去の通知等でタスク・シフト/シェア可能な業務として示された業務
－ある病院における業務時間の実態に基づき月間の削減可能時間数推計が大きい業務

職種ごとに推進するもの

職種に関わりなく特に推進するもの ※ [ ]内に記載する数字は、資料４に職種別で示す「現行法上実施可能とした業務」の番号

※※ ここでいう医師事務作業補助者とは、「医師の指示で事務作業の補助を行う業務に従事する者」を指し、診療報酬上の加算がとれているか否かは問わない。

特に推進するとしたもの＜職種別まとめ＞

説明と同意＜職種ごとの専門性に応じて実施＞ 各種書類の下書き・仮作成＜職種ごとの専門性に応じて実施＞

看護師[7,22]診療放射線技師[1]臨床検査技師[4]薬剤師[6]理学療法士[1]作業療法士[1]
言語聴覚士[1]医師事務作業補助者[4,5]看護補助者

臨床検査技師[2] 理学療法士[1] 作業療法士[1] 言語聴覚士[1]
医師事務作業補助者[2]

診察前の予診・問診＜職種ごとの専門性に応じて実施＞ 患者の誘導＜誘導元/誘導先での処置内容に応じて役割分担＞

看護師[20] 医師事務作業補助者[3] 看護補助者 診療放射線技師[6] 臨床工学技士[7] 救急救命士[2]

第７回 医師の働き方改革を進めるための
タスク・シフト/シェアの推進に関する検討会 資料

４
令和２年12月11日

47



◆ 法令改正が必要なもののうち、検討会で合意が得られたもの
✓ 法律事項については、医師の働き方改革関連法案としての提出を目指す
✓ 政省令事項については、順次改正

法令改正を行いタスク・シフト/シェアを推進するもの

診療放射線技師
造影剤を使用した検査やＲＩ検査のために、静脈路を確保する行為
ＲＩ検査医薬品を注入するための装置を接続し、当該装置を操作する行為
ＲＩ検査医薬品の投与が終了した後に抜針及び止血する行為

省令事項・法律事項
法律事項
法律事項

臨床検査技師 採血に伴い静脈路を確保し、電解質輸液（ヘパリン加生理食塩水を含む。）に接続する行為 法律事項

臨床工学技士

手術室等で生命維持管理装置を使用して行う治療において、
当該装置や輸液ポンプ・シリンジポンプに接続するために静脈路を確保し、それらに接続する行為
輸液ポンプやシリンジポンプを用いて薬剤（手術室等で使用する薬剤に限る。）を投与する行為
当該装置や輸液ポンプ・シリンジポンプに接続された静脈路を抜針及び止血する行為

法律事項
法律事項
法律事項

動脈路に造影剤注入装置を接続する行為（動脈路確保のためのものを除く。）、動脈に造影剤を投与するために当該造影剤注入装置を操作する行為
下部消化管検査（CTコロノグラフィ検査を含む。）のため、注入した造影剤及び空気を吸引する行為
上部消化管検査のために挿入した鼻腔カテーテルから造影剤を注入する行為、当該造影剤の投与が終了した後に鼻腔カテーテルを抜去する行為
医師又は歯科医師が診察した患者について、その医師又は歯科医師の指示を受け、病院又は診療所以外の場所に出張して行う超音波検査

省令事項
省令事項
省令事項
法律事項

直腸肛門機能検査（バルーン及びトランスデューサーの挿入（バルーンへの空気の注入を含む。）並びに抜去を含む。）
持続皮下グルコース検査（当該検査を行うための機器の装着及び脱着を含む。）
運動誘発電位検査・体性感覚誘発電位検査に係る電極（針電極を含む）の装着及び脱着
検査のために、経口、経鼻又は気管カニューレ内部から喀痰を吸引して採取する行為
消化管内視鏡検査・治療において、医師の立会いの下、生検鉗子を用いて消化管から組織検体を採取する行為
静脈路を確保し、成分採血のための装置を接続する行為、成分採血装置を操作する行為、終了後に抜針及び止血する行為
超音波検査に関連する行為として、静脈路を確保して、造影剤を接続し、注入する行為、当該造影剤の投与が終了した後に抜針及び止血する行為

省令事項
省令事項
省令事項
政令事項
政令事項
法律事項
法律事項

臨床検査技師

診療放射線技師

静脈路の確保とそれに関連する業務＜診療放射線技師・臨床検査技師・臨床工学技士＞

血液浄化装置の穿刺針その他の先端部の動脈表在化及び静脈への接続又は動脈表在化及び静脈からの除去
心・血管カテーテル治療において、生命維持管理装置を使用して行う治療に関連する業務として、身体に電気的負荷を与えるために、当該負荷装置を操作する行為
手術室で行う鏡視下手術において、体内に挿入されている内視鏡用ビデオカメラを保持する行為、術野視野を確保するために内視鏡用ビデオカメラを操作する行為

政令事項
法律事項
法律事項

現行法上、医療機関に搬送されるまでの間（病院前）に重度傷病者に対して実施可能な救急救命処置について、救急外来※ においても実施可能とする。 法律事項

臨床工学技士

救急救命士

※救急外来とは、救急診療を要する傷病者が来院してから入院(病棟)に移行するまで(入院しない場合は、帰宅するまで)に必要な診察・検査・処置等を提供される場のことを指す。 48



【令和元年度～】
１．「みんなで医療を考える月間」の実施

２．アワードの創設

３．国民全体に医療のかかり方の重要性に気づいて
もらうための普及啓発（CM等各種広告、著名人活用等）

４．信頼できる医療情報サイトの構築

５．#8000・#7119（存在する地域のみ）の周知

６．小・中学校及び母親学級等で医療のかかり方改善の
必要性と好事例の普及啓発

７．民間企業における普及啓発

上手な医療のかかり方の普及・啓発

11月の取組

【H30.上手な医療のかかり方を広めるための懇談会】
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※開始年限は、臨床研修部会等において検討

都道府県による特例水準医療機関の指定
（医療機関からの申請）

地域医療への影響等を踏まえた都道府県の判断

2024年４月に向けたスケジュール

※審査組織における審査に関する規定は2022年4月施行

※第三者評価に関する規定は2022年4月施行

※特例水準は、指定の対象となった業務に
従事する医師に適用される。

医師についての時間外労働の上限規制
の適用開始（改正労働基準法の施行）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

➢ 時短計画に基づく取組み
➢ 特例水準適用者への追加的

健康確保措置
➢ 定期的な時短計画の見直し、

評価受審

時間外労働が年960時間以下の医師
のみの医療機関は都道府県の指定不要

特例水準の指定を受けた
医療機関

労務管理の一層の適正化・タスクシフト／シェアの推進の取組み

連携Ｂ水準 Ｂ水準

Ｃ-１水準 Ｃ-２水準

※一医療機関は一つ又は複数の水準の指定

時短計画案の作成

都道府県の指定を受けようとする場合は、第三者評価を受審する前までに作成

※時間外労働が年960時間を超えている医師がいる医療機関は、時短計画を作成し取り組むよう努め、
その時短計画に基づく取組（PDCA）に対して都道府県が支援

医療機関勤務環境評価センターによる第三者評価

労働時間実績や時短の取組状況を評価

臨床研修・専門研修プログラムにおける時間外労働時間数の明示
Ｃ-１水準

※都道府県の指定に関する事前
準備規定は2022年4月施行

審査組織による医療機関の個別審査
特定の高度な技能の教育研修環境を審査

連携Ｂ水準

B水準

Ｃ-１水準

Ｃ-２水準

Ｃ-２水準
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関連施策の中長期的見通し

2021 2022
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議事４ 医師の働き方改革における個別論点
（評価機能事業、宿日直・研鑽の取
扱い、兼業・副業 等）について
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評価機能による評価の準備
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Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の対象医療機関の指定要件

Ｂ水準 連携Ｂ水準 Ｃ-１水準 Ｃ-２水準 備考

1 医療機関機能 ○ ○

2
臨床研修病院又は専門研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･ｶﾘ
ｷｭﾗﾑ認定医療機関である

○

3
特定高度技能を有する医師の育成・研
鑽に十分な環境がある

○
設備、症例数、指導医等につき
審査組織（国レベル）の個別審
査を想定。

4

36協定において年960時間を超える時
間外・休日労働に関する上限時間の定
めをする必要がある

○ ○ ○

副業・兼業先での労働時間を通算する
と、時間外・休日労働が年960時間を
超える必要がある

○

（必要性について、合議での確認）
都道府県医療審議会
の意見聴取

都道府県医療審議会
の意見聴取

地域医療対策協議会
及び都道府県医療審
議会の意見聴取

審査組織及び都道府
県医療審議会の意見
聴取

（必要性について、実績面の確認）
労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

プログラム全体及び
各医療機関の明示時
間数（時短計画実績
値とも整合）で判断

労働時間短縮計画に
記載の実績値で判断

5 都道府県医療審議会の意見聴取 ○ ○ ○ ○

実質的な議論は、医療審議会に
設けられた分科会や地域医療対
策協議会等の適切な場において
行うことを想定

6
労働時間短縮計画が策定され、労働時
間短縮の取組や追加的健康確保措置の
実施体制の整備が確認できる

○ ○ ○ ○ 年１回都道府県へ提出

7 評価機能の評価を受けている ○ ○ 〇 〇
過去３年以内に受審しているこ
と

8
労働関係法令の重大かつ悪質な違反が
ない

○ ○ ○ ○
過去１年以内に送検・公表され
ていないこと

※要件となる項目に○

56

評価機能

審査組織



令和3年度予算概算要求
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医師労働時間短縮計画の項目例（案）

２．任意記載事項（労働時間短縮に向けた取組）

１．必須記載事項

前年度実績及び当年度目標並びに計画期間終了年度の目標

タスク・シフト／シェア

①職種に関わりなく特に推進するもの
ⅰ）説明と同意
ⅱ）各種書類の下書き・作成
ⅲ）診察前の予診等
ⅳ）患者の誘導
②職種毎に推進するもの
ⅰ）助産師：助産師外来・院内助産
ⅱ）看護師：特定行為（38行為21区分）等
ⅲ）薬剤師：服薬指導、処方提案、処方支援等
ⅳ）診療放射線技師：撮影部位の確認等
ⅴ）臨床検査技師：採血業務等
ⅵ）臨床工学技士：清潔野における器械出し等
ⅶ）医師事務作業補助者：診療録等の代行入力

医師の業務の見直し

• 外来業務の見直し
• 日当直の体制や分担の見直し
• 日当直中の業務の見直し
• オンコール体制の見直し
• 主治医制の見直し

• 副業・兼業先の労働時間の状況も踏まえた勤務シ
フトの管理

②労務管理・健康管理

• 労働時間管理方法
• 宿日直許可基準に沿った運用

• 医師の研鑚の労働時間該当性を明確化するた
めの手続等労使の話し合い、36協定の締結

• 衛生委員会、産業医等の活用、面接指導の実
施体制

• 追加的健康確保措置の実施

その他の勤務環境改善

• ICTの導入その他の設備投資
• 出産・子育て・介護など、仕事と家庭の両立支援
• 更なるチーム医療の推進

⇒ 労働時間短縮目標未達成の場合、計画の見直し等により追加的な対策を講じる必要

• 時間外・休日労働時間数の平均
• 時間外・休日労働時間数の最長
• 960時間超～1860時間の人数・割合（全体及び診療科単位）
• 1860時間超の人数・割合（全体及び診療科単位）

③意識改革・啓発

• 管理者マネジメント研修
• 働き方改革に関する医師の意識改革

• 医療を受ける者やその家族等への医師の働き方改
革に関する説明

①労働時間数

④策定プロセス

• 各職種が参画する委員会や会議、チーム等に
おいて計画の検討を行い、策定したか

• 計画内容について医師にきちんと周知されて
いるか

副業・兼業先の労
働時間の管理

• 副業・兼業先の労働時間も踏まえた勤務シフトの
管理（再掲）

• 副業・兼業先との勤務シフトの調整
• 副業・兼業先への医師労働時間短縮の協力要請

58



2020.9.30医師の働き方改革の推進に関する検討会参考資料

・法律的な視点でもある

・自院の課題は何か,現状分析
の結果、優先順位を考えると
よい
・数値で表現（取組前と取組
後の比較ができるように）
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医師労働時間短縮計画（イメージ）
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医師の労働時間短縮の取組の分析・評価のための「評価機能」(仮称)
の設置準備事業【令和２年度 厚生労働省委託】

事業の仕様書で示されている「企画検討委員会」として会内の
「医師の働き方検討委員会」を位置付け、ここに事業に対する報
告を行い、助言を受けとりまとめを行うこととした。事業実施の
作業班としてワーキンググループを設置し、そこで具体的な作業
を進めた。

62

＜企画検討委員会の意見＞
評価機能は労働時間短縮への取り組みを行う医療機関に
対して取り締まったり、罰則を与えるものではなく、体
制が整備されていない医療機関に対し、取り組みの支援
を行っていくもの。



Ｃ-2水準の審査組織について
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Ｃ-２水準の審査組織について（案）

 審査組織については、特定高度技能の特定や審査業務に相当の専門性が必要になると想定されることから、学術団
体等に協力を得る必要があるが、具体的な組織の運営方法については、以下のように、厚生労働省からの委託等の
形とし、各領域の関連学会から審査への参加や技術的助言を得ることとする。

厚生労働大臣
分野の公示

委託等

【審査組織(案)】

結果報告

全体を統括する委員会

①特定高度技能の特定

技能の特定に
関する委員会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

技能の特定に関する技術的助言

②医療機関の教育研修環境の審査 ③特定高度技能研修計画の審査

医療機関の審査に
関する委員会

Ｃ－２水準対象医療機関の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

個別計画の審査
に関する委員会

Ｃ－２水準対象医師の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

審査組織

＜構成員＞
・医療分野代表者
・労働分野代表者
・各領域の有識者
・若手医師（勤務医）

※特定高度技能の特定とあわせて、当該技能の習得に必要とされる設備、症例数、指導医等、当該技能に関する医療機関の教育研修環境及び
特定高度技能研修計画の審査における基準となるものを示す。 64



Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の指定に当たっての基本的な流れ

医師労働時間短縮

計画の作成

•毎年PDCAサイクルで

見直し

評価機能による評価

•労働時間の実績と労働時間短縮

に向けた取組状況を評価

•評価受審後、必要に応じて追加

的な対応

Ｂ・連携Ｂ・Ｃ

水準の指定申請

•Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の

対象となる医療機能、

プログラム／カリキュ

ラムに限定して指定

３６協定の

締結

•Ｂ・Ｃ水準の対象業

務・人数を特定

業務開始

•追加的健康確保措置

の実施

•労働時間短縮に向け

た取組

計画の提出
（必要に応じて事前に相談）
※年１回の提出

評価機能

評価結果の通知

評価受審 評価結果の
通知

評価結果を踏まえて、多
様な支援の提供（医療機
関内のマネジメント支援、
医師確保、地域医療提供
体制の機能分化・連携等
により支援）

医療機関

指定申請 評価結果及び追加
的な対応に係る確
認を踏まえて指定

都道府県（勤務環境改善支援センター含む）

・引き続きの支援
（追加的健康確保
措置の実施、労働
時間短縮に向けた
取組への支援）

・立入検査による
追加的健康確保措
置の実施確認

Ｃ-２水準の対象医療機関としての３６協定の締結に当
たっては、Ｃ-２水準の対象医療機関としての都道府県の
指定のほか、審査組織による審査（医療機関の教育研修
環境、医師個人の特定高度技能研修計画の内容）が必要。

評価結果に応じて
計画の再提出

意見を聴取

都道府県医療審議会※

※実質的な議論は、医療審議会に設けられた分科会や地域医療対策協議会等の
適切な場において行うことを想定。

※Ｃ-１水準の指定に当たっては地域医療対策協議会において協議。

意見
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個別の主な留意点
【労働時間の把握・36協定・安全衛生管理体制 】
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病
院
内
に
滞
在
し
て
い
る
時
間

実作業時間

手待ち時間

宿・日直時間

仮眠時間

休憩時間

自由時間

私 用

労働時間

労基署長の許可あり・・・労働時間でない

労基署長の許可なし・・・労働時間

労働からの開放時間・・・休憩時間

手待ち的不活動時間・・・労働時間

労働時間でない

－労働時間の把握方法－
①労働時間管理を行う者による現認
②タイムカード、ICカード等の客観的記録
③自己申告

労働時間の概要

自己研鑽時間
労働時間外の申請・確認あり・・・労働時間でない

労働時間外の申請・確認なし・・・労働時間

※労働時間に該当するかどうか
は個別具体的に判断するものと
なります。

労働時間の把握
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【労働時間の考え方】
○ 労働時間とは使用者の指揮命令下に置かれている時間であり、使用者の明示又は黙示の指示により労働者

が業務に従事する時間は労働時間に当たること

○ 例えば、参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示により業務に
必要な学習等を行っていた時間は労働時間に該当すること

【労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置】
〇 使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録すること

（１） 原則的な方法
・ 使用者が、自ら現認することにより確認すること
・ タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として 確認し、適

正に記録すること

（２） やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合
① 自己申告を行う労働者や、労働時間を管理する者に対しても自己申告制の適正な運用等ガイドライン
に基づく措置等について、十分な説明を行うこと

② 自己申告により把握した労働時間と、入退場記録やパソコンの使用時間等から把握した在社時間との
間に著しい乖離がある場合には実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること

③ 使用者は労働者が自己申告できる時間数の上限を設ける等適正な自己申告を阻害する措置を設けては
ならないこと。さらに36協定の延長することができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、記
録上これを守っているようにすることが、労働者等において慣習的に行われていないか確認すること

○ 賃金台帳の適正な調製
使用者は、労働者ごとに、労働日数、労働時間数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労働時間数
といった事項を適正に記入しなければならないこと

労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイドライン（厚労省）
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すべての医療機関が
まずは労働時間の適正把握を

＊まずは労働時間を把握しよう！
・労働時間を適正に把握し、時間外労働時間がどのくらいあるの

かを確認する

・医師以外の職種と医師の時間外労働時間により、36協定届の

内容を確定させる

・すべての医師の労働時間を同じルールに従い把握し、960時

間を超えるのかどうかの確認をして、自院の「水準」を予想

＊職員（医師も多職種も管理職も）すべてに考え方を周知しよう！

・始業、終業時刻の把握だけでは不十分

・所定労働時間以外の時間が、「労働」なのか、「休息」なのか

「自己研鑽」なのかを判断できるルールを作る

69



できるだけ時間外労働を削減するには

【チェックしてみよう】

✓仕事の仕方に無駄がないか

✓時間内で仕事を終わらせるという意識が欠如していないか

✓優秀な部下に業務が集中してしまっていないか

✓仕事の進め方を工夫しているか

✓必要のない仕事までしていないか

✓労働時間が長いほど評価されると思っていないか

✓早めの退社がしにくい雰囲気はないか

✓時間外労働の申請ルールが明確になっているか

✓付き合い残業になっていないか

✓残業の可否を上司に確認するというプロセスが存在するか

✓一人一人の仕事の進め方、意識に原因はないか
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３６協定届について

労基法第36条

法定労働時間を超えて労働させる場合、休日労働を
させる場合は、あらかじめ労使で書面による協定を
締結し、労基署へ届け出なければならない。

・８時間を超えることはありませんか？

・法定休日に出てもらうことは皆無ですか？

⇒なければ届出の必要はありません

36協定を労基署へ届けていない場合、
また労使協定を上回る時間外労働・休日労働を
させた場合は法違反となる。

・実態が協定届の内容とかい離していませんか？

36協定
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医師用、年間７２０時間超

2021.4.1新様式 72



労働基準法第33条第1項
（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等）

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、労
働時間を延長し、休日に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁
の許可を受ける暇がない場合においては、事後に遅滞なく届け出なければならない。

医師の働き方では大きく
関係する内容

厚労省 新型コロナウイルスに関するQ&A（企業の方向け）
令和２年11月13日時点版

新型コロナウイルス感染症の労働法令での取り扱い
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事業者は、業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場ごとに、
医師のうちから産業医を選任しなければならない。 （法１３条１項）

◆職務
・主に労働者の健康管理等。

（例：健康診断及び面接指導等の実施並びにこれらの結果に基づく労働者の健康を保持するための措置）

・毎月１回※の職場等の巡視・・・少なくても毎週１回作業場等を巡視し、作業方法又は衛生状態に有
害のおそれがあるときは、直ちに、労働者の健康障害を防止するた
めの措置を講じなければならない。※定期的な情報提供を受ける場合2

か月に1回

→事業者は産業医に対し、労働者の健康管理等に関する措置をなし得る権限を与えなければならない。

【産業医の選任規模】

常時使用する労働者数 選任人数

５０人以上 １人以上

３，０００人を超えるもの ２人以上

「産業医」の選任義務

安全衛生管理体制
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事業者は、業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場ごとに、衛生
管理者を選任しなければならない。 （法１２条１項）

◆職務

・主に衛生に係る技術的事項の管理。

（例：労働者の負傷、疾病、それによる死亡・欠勤及び異動に関する統計の作成）

・毎週１回の職場等の巡視・・・少なくても毎週１回作業場等を巡視し、設備、作業方法又は衛生状

態に有害のおそれがあるときは、直ちに、労働者の健康障害を防止

するための措置を講じなければならない。

→事業者は衛生管理者に対し、衛生に関する措置をなし得る権限を与えなければならない。

常時使用する労働者数 選任人数

５０人以上２００人以下 １人以上

２００人超え５００人以下 ２人以上

５００人超え１，０００人以下 ３人以上

１，０００人超え２，０００人以下 ４人以上

２，０００人超え３，０００人以下 ５人以上

３，０００人を超えるもの ６人以上

◆衛生管理者の選任規模

「衛生管理者」の選任義務
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事業者は、業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場ごとに、
衛生委員会を設けなければならない。 （法１８条１項）

◆調査審議事項
➢ 労働者の健康障害を防止するための対策

➢ 労働者の健康の保持増進のための対策 など

→衛生委員会は事業者に対し、上記を調査審議し、事業者に対し意見を述べることとされている。

◆委員会メンバー
➢ 事業場で、事業の実施を統括管理する者（または事業者が指名する者）

➢ 衛生管理者*

➢ 産業医*

➢ その他衛生に関し、経験を有する者のうちから事業者が指名した者*

＊委員の半数は、労働組合の推薦に基づき指名しなければならない。

「衛生委員会」の設置
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◆一般健康診断
事業場における様々な因子による健康への影響を早期に発見し、労働者個人、事業場全体の総体的健
康状況の把握により、健康障害や疾病の早期発見だけでなく保健指導・作業環境管理を行う重要な基礎
データとなる。

➢ 雇入時の健康診断

➢ 定期健康診断

➢ 特定業務従事者の健康診断

➢ 給食従業員の検便

◆特殊健康診断
労働衛生上健康に有害な業務に従事する労働者を業務上の疾病から予防し、また業務上の健康障害や
疾病を早期に発見することを目的とする。

➢ 有害業務従事中の特殊健康診断

◆面接指導等

休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１ヶ月あたり

８０時間を超え、かつ疲労の蓄積が認められる者を対象に行う（安衛法上）。

主な「健康診断等」
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年次有給休暇の計画的付与制度

• 有給休暇の内、5日を超える分（よって6日以上付与される者
が対象）については、「労使協定」を結べば、計画的に休暇
取得日を割り振ることができる制度

• 一斉付与でも、グループ別でも、個人別でも可能

• 夏休み、年末年始などに計画的付与を組み合わせる

例：7月・8月中に3日間は計画的付与

アニバーサリー休暇として計画的付与

• 対象者、付与日数、方法、時季、対象外の場合の取り扱いな
どをルール化して運用

休 日
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宿日直の取扱い
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医療法第16条の「宿直」（いわゆる「当直」）と
労基法第41条の「宿直」は同じではない

• 労基法上の「宿直」は、「宿日直許可」があれば

労働時間に含めない

＊許可がなければ実労働時間として算定することに注意！

• 許可があれば、当直途中に緊急対応などをした場合、

その時間だけが労働時間として算定される

• 許可を得ていても、緊急対応が恒常的であると、

当直(宿日直)と認められず、取り消しも有り得る

• 許可のある当直(宿日直)は労働時間に含めないので、

連続勤務制限にも係らない、勤務間インターバルも取れる
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1. 「断続的宿直又は日直勤務許可申請書」の作成・提出
2. 書類審査を労働基準監督署が行う
3. 申請書類に不備等がなければ、実地調査（訪問調査）に来る
4. 実地調査で、申請書と実際の勤務に違いがないかを確認
5. 問題がなければ「断続的宿直又は日直勤務許可書」の交付

「宿日直許可」を受けていますか？
許可がなければ労働時間
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取り組み例

何とか許可を得たい、でも‥

「時間帯」「シフト」「オンコール」の工夫

• 1名の「夜勤」医師は実働で勤務、同じ時間帯に「当直」を
置き緊急対応をしてもらう体制

• 別の診療科の医師が夜勤、緊急対応が必要であればオン
コールで専門医を呼ぶ

• 夜間後半は救急件数が減少するため、午後11時から翌朝8時
までを当直時間帯にする

• 在籍医師の間で適正に当直回数を割り振ることへの理解を
得る（ベテランもローテーション入り）

• 非常勤医師の活用
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（医師の働き方改革に関する検討会でのご議論を踏まえた例示）
• 「医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指示、

確認を行うこと」
• 「医師が、外来患者の来院が通常想定されない休日・ 夜間（例えば非輪番日であるなど）において、少数の軽

症の外来患者や、かかりつけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指
示、確認を行うこと」

※宿日直中に、通常の勤務時間と同態様の業務に従事することが稀にあったときについては、一般的にみて、常態としてほとんど労
働することがない勤務であり、かつ宿直の場合は夜間に十分な睡眠が取り得るものである限り、宿日直の許可は取り消さない。

※当該通常の勤務時間と同態様の業務に従事する時間について労働基準法第33条又は第36条の第１項による時間外労働の手続きがと
られ、法第37条の割増賃金が支払われるよう取り扱うこと。

※宿日直の許可は、所属診療科、職種、時間帯、業務の種類等を限って得ることも可能（深夜の時間帯のみ、病棟宿日直業務のみも可能）

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（宿日直）
※ 「医師、看護師等の宿日直許可基準について」（令和元年７月１日付け基発0701第８号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽に係る労働時間に関す

る 考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示
により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。

日勤帯
（所定
内労働

時間）

当直帯
（15時間程度）

例えば
8:30 17:30 翌8:30

（原則の考え方）指示があった場合には即時に業務に従事することを求められ

ている場合は、手待時間として労働時間。

（特例）労働密度がまばらであり、労働時間規制を適用しなくとも必ずしも労

働者保護に欠けることのない一定の断続的労働⇒労働基準監督署長の許可を受

けた場合に労働時間規制を適用除外。

（※この場合、15時間程度のうち実働した時間のみが規制対象）
許可に当たっては、①一般的許可基準（昭和22年発出）と、②医師、看護師に

係る許可基準（令和元年７月発出）により判断。②において、第９回検討会で

お示しした案を元に、許可対象となる「特殊の措置を必要としない軽度の又は

短時間の業務」を例示した。

様々な実態
• ほとんど実働がない、いわ

ゆる「寝当直」
• 救命救急センター等、ほぼ

一晩中実働である
• その中間
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新

旧
宿日直の取扱い（労働時間適用除外）

常態度としてほとんど労働する必要がない勤務のみを認めるものであり、病室の定時巡回、少数の要注
意患者の検脈、検温等の特殊な措置を要しない軽度の、又は短時間の業務を行うことを目的とするもの
に限ること。したがって、原則として、通常の労働の継続は認められないが、救急医療等を行うことが
稀にあっても、一般的にみて睡眠が充分とりうるものであれば差し支えないこと。

・医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等
による診察等（軽度の処置を含む。以下同じ。）や、看護師等に対
する指示、確認を行うこと。

・医師が、外来患者の来院が通常想定されない休日・夜間（例えば
非輪番日であること）において、少数の軽症の外来患者や、かかり
つけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看
護師等に対する指示、確認を行うこと。

・宿日直の許可が与えられた場合にお
いて、宿日直中に、通常の勤務時間と
同態様の業務に従事すること（医師が
突発的な事故による応急患者の診療又
は入院、患者の死亡、出産等に対応す
ること、又は看護師等が医師にあらか
じめ指示された処置を行うこと等）が
稀にあったときについては、一般的に
みて、常態としてほとんど労働するこ
とがない勤務であり、かつ宿直の場合
は、夜間に十分な睡眠がとり得るもの
である限り、宿日直の許可を取り消す
必要はないこと

具体的な例示

勤務の態様

※1 厚生労働省労働基準局長「医療機関における休日及び夜間勤務の適正化について」（H14.3.19)

※2 厚生労働省労働基準局長「医師、看護師等の宿日直許可基準について」（R1.7.1)

※2

※1
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(1) 1人が宿日直（管理当直）

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16時間のインターバル

宿日直 （宿日直許可）
ただし、患者対応した時間帯は労働時間として扱う。
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19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

(2) 1人で宿日直を行う
（深夜勤務（深夜～朝方の時間帯）で宿日直許可を取得）

9時間のインターバル

・例）23時から8時までを宿日直とする

深夜勤務／宿日直準夜勤／
通常勤務

日勤／
通常勤務（宿日直許可）
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医師A.

医師B.

(3) 1人が宿日直で通常勤務、もう1名は院外オンコール待機

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16時間のインターバル

勤務

院外オンコール待機（労働時間として取り扱わない）
ただし、病院に駆けつけて患者対応した時間帯は労働時間として扱う。院外オンコールについて就業規則に規定する。
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医師A.

医師B.

(4) 1人が宿日直で通常勤務、もう1名は管理当直として宿日直許可

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16時間のインターバル

勤務

宿日直 （宿日直許可）
ただし、医師Ｂだけでは対応できず、患者対応した時間帯は労働時間として扱う。
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宿日直許可申請のプロセス

「断続的な宿直又は日直勤務許可申請書」

と添付書類を労働基準監督署へ提出

労働基準監督官による実地調査

（対象医師へのヒアリング等）

労働基準監督署長による許可
（あるいは不許可）
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宿日直許可の必要書類

「断続的な宿直又は日直勤務許可申請書」

【添付書類】

・病院（病棟）の図面（巡回する場所と当直室に印をつける）

・専用の宿直室の有無、広さ、寝具の種類・数量、冷暖房設備、防蚊

設備等について、見取図や資料、写真等

・医師宿日直日誌コピー（1か月分）

・医師宿日直マニュアル

・医師月間勤務表（1か月分）

・タイムカード（1か月分）

・賃金台帳（直近3か月分）

※添付書類は上記のもの以外にも求められることがありますので、

事前に労働基準監督署へご確認下さい。
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断続的な宿直又は日直勤務許可申請書

事業の種類 事業の名称 事業の所在地

宿

直

総 員 数 １回の宿直員数
宿 直 勤 務 の

開始及び終了時刻

一定期間における

１人の宿直回数
１回の宿直手当

人 人 時 分 から
時 分 まで

円

就 寝 設 備

勤務の態様

日

直

総 員 数 １回の日直員数
日 直 勤 務 の

開始及び終了時刻

一定期間における

１人の日直回数
１回の日直手当

人 人 自 時 分 から
至 時 分 まで

円

勤務の態様

使用者 職名
氏名 印

断続的な宿直又は日直勤務許可申請書

様式第10号（第23条関係）

労働基準監督署長 殿

令和 年 月 日
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実地調査の対象医師へのヒアリング

【主なヒアリング内容】

・夜間外来の有無

・巡回開始時間、巡回時間

・宿直室の有無

・夜間の過ごし方（睡眠時間等）

・臨時で診察する時の具体的な業務内容・頻度・時間

・外来患者からの電話での問合せの内容・頻度

・病棟職員の配置人数（職種）、病棟数

・日直の回数

・日直時間帯の業務内容、業務時間帯の過ごし方 等

※対象医師の回答により宿日直に該当しないと判断されることが

ありますので、事前に上記内容についてよく確認しておくことが

必要です。（実業務が頻繁にあり、十分な睡眠、休息が取れて

いない場合など）
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◆オンコール勤務とは
• 休日・診療時間外に緊急時に備えて院外で待機する勤務
• 労働基準法の定めはなく、オンコール待機時間について、行動の自由が認められていて
拘束を受けていないような場合は、基本的には労働時間として扱わなくてよいと考えら
れる。

• 通常、待機時間に対する賃金はなく、実際に出動など業務を行った場合に時間外手当が
発生する
⇒労働基準法上の定めがないため、取扱いルールや運用が医療機関によって様々である

◆制限される日常生活
• 就寝時にもすぐ起きられるよう携帯電話を枕元に置く
• 飲酒を控える
• 遠出を控える
⇒オンコール勤務は精神的、身体的な負荷が大きいため、医療機関に
よってオンコール手当を支給していることがある

オンコール
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兼業・副業
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◯ 病院常勤勤務医において、約6割は主たる勤務先以外での勤務を行っている。

◯ 大学病院常勤勤務医においては、9割以上が複数の医療機関で勤務している。

副業・兼業：兼業医療機関数（全体・大学病院・大学病院以外）と勤務時間

29.4%

20.4%

26.5%

9.4%

31.0%

16.4%

3.0%

22.3%

9.2%

1.5%

17.7%

6.7%

大学病院以外

大学病院

病院全体

兼業先なし 1カ所 2カ所 3カ所 4カ所以上

◆ 病院常勤医師の兼業医療機関数（令和元年８月）

58.8%

41.2%

56.7%

8.6% 91.4%

43.3%

※１ 宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの
勤務医療機関調整を行っている。

※２ 兼業医療機関数については、令和元年8月１ヶ月間における主たる勤務先以外の勤務医療機関数の設問に対する回答を集計している。

49:12 52:16

10:31
2:52

大学病院 大学病院以外

主たる勤務先 兼業先

◆ 1週間の平均労働時間（令和元年9/2～9/8）

60:24 68:27

12:54 4:08

大学病院 大学病院以外

主たる勤務先 兼業先

◆ 時間外労働時間が960時間換算
以上の医師の平均労働時間（令和元年9/2～9/8）
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副業・兼業：主たる勤務先と兼業先の勤務時間（全体・大学病院・大学病院以外）

※ 宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの
勤務医療機関調整を行っている。

65.7

52.9

62.3

5.4

23.3

10.2

28.9

23.9

27.5

0 20 40 60 80 100

大学病院以外

大学病院

病院全体

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以内で、かつ兼業先での勤務時間を通算しても週60時間以内

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以内も、兼業先での勤務時間を通算すると週60時間以上

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以上

72.5%

76.2%

71.1%

（％）

◯ 主たる勤務先である大学病院での勤務時間が週60時間（年間時間外・休日労働960時間換算）の範囲内に収まる医師は全体の
76.2％であるが、兼業先での勤務時間を通算すると週60時間を超過する医師が全体の23.3％と、大学病院以外の医師よりも
その割合が高い。
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副業・兼業の場合の労働時間管理に関する論点及び整理事項
簡便な労働時間管理の方法 第161回労働政策審議会

労働条件分科会(6/25)資料 抜粋
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【参考】管理モデルのイメージ

割増賃金を支払うことになるので注意



•副業・兼業者は突発的な業務発生が予想されるため、労働時間
管理は自己申告をベースとし、医療機関は把握した勤務時間に
基づき、追加的健康確保措置の実施の義務を負い、シフトを組
む。

•原則的に自己申告してもらい、連続勤務時間制限・勤務間イン
ターバルを遵守できるシフトを組む。（事後申告の場合は、代
償休息）

副業・兼業者
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副業・兼業の場合の労働時間管理に関する論点及び整理事項
簡便な労働時間管理の方法



副業・兼業を行う医師の労働時間管理等

① 主たる勤務先からの派遣によるもの
主たる勤務先は、派遣先における勤務を含めて、時間外労働の
上限規制、連続勤務時間制限、勤務間インターバルを遵守できる
ようなシフトを組む

② 医師個人の希望に基づくもの
①と同様の考え方を前提として、副業・兼業先の勤務予定を入れ、
自己申告する

＊突発的な業務の発生も想定して時間設定をすること
＊代償休息の発生がなく、月100時間以上になる恐れもない場合は、

翌月に１か月まとめての自己申告でよい
＊大学院生に関しては、診療に従事している時間は労働時間、

それ以外の研究に関する時間は学生としての時間
（個別判断）

③ 時間外労働の割増賃金の取扱い
使用者Aは自らの事業場における法定外労働時間の労働について、
使用者Bは自らの事業場における労働時間の労働について、それ
ぞれ割増賃金を支払う。
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研鑽の取扱い
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必要な手続等
 研鑽を行うことに

ついての医師の申
出と上司による確
認（その記録）

 通常勤務と明確に
切り分ける（突発
的な場合を除き診
療等を指示しない、
服装等外形的に見
分けられる措置）

 医療機関ごとに取
扱いを明確化して
書面等に示し、院
内職員に周知する

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（研鑽）

研鑽が労働時間に該当するかどうかについては「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」によ
り判断することとなる。現場における医師の研鑽の労働時間管理の取扱いについて、その考え方と、適
切に取り扱うための手続を通達で示している。

日勤帯
（所定
内労働
時間）

時間外に残って
研鑽を行ってい

る時間

例えば
8:30 17:30

 医師の研鑽については、医学は高度に専門的であることに加え、日進月歩の技術

革新がなされており、そのような中、個々の医師が行う研鑽が労働であるか否か

については、当該医師の経験、業務、当該医療機関が当該医師に求める医療提供

の水準等を踏まえて、現場における判断としては、当該医師の上司がどの範囲を

現在の業務上必須と考え指示を行うかによらざるを得ない。

※所定労働時間内において勤務場所で研鑽を行う場合は、当然に労働時間となる。

 労働に該当する範囲を医師本人、上司、使用者が明確に認識し得るよう、基本と

なる考え方を示すとともに、労働に該当するかどうかの判断を明確化するための

手続等を示す。

様々な実態
• 診療ガイドライン等の勉強
• 勉強会の準備、論文執筆
• 上司等の診療や手術の見

学・手伝い

研鑽の類型 考え方・手続

診療ガイドライ
ンや新しい治療
法等の勉強

• 業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による
指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、診療の準備又は診療に伴う後処理として不可欠なものは、労働時間に該当する。

学会・院内勉強
会等への参加や
準備、専門医の
取得・更新にか
かる講習会受講
等

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須ではない行為を自由な意思に基づき、所定労働時
間外に自ら申し出て、上司の明示・黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一
般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、研鑽の不実施について就業規則上の制裁等の不利益が課されているため、その実施を余儀なくされてい
る場合や、研鑽が業務上必須である場合、業務上必須でなくとも上司が明示・黙示の指示をしている場合は、労
働時間に該当する。

当直シフト外で
時間外に待機し、
手術・措置等の
見学を行うこと

• 業務上必須でない見学を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・黙示による指
示なく行う場合、当該見学やそのための待機時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間
に該当しないと考えられる。

• ただし、見学中に診療を行った場合については、当該診療を行った時間は、労働時間に該当すると考えられ、ま
た、見学中に診療を行うことが慣習化、常態化している場合については、見学の時間全てが労働時間に該当する。

※ 「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」（令和元年７月１日付け基発0701第９号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽
に係る労働時間に関する考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）
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「自己研鑽」を明確化する

• 医療機関には、研鑽の労働時間該当性を明確化す
るための手続や環境の整備が求められている

• 業務との関連性、制裁等の不利益の有無、上司の指示の範
囲を明確化する手続き

• 労働に該当しない研鑽を行う場合、医師自らが、その旨を上司に申し出る

• 申出を受けた上司は、申し出た医師との間において、それらの妥当性などにつ
いて確認を行う

• 診療体制には含めず、診療等の通常業務への従事は指示さ
れない（突発的な必要性を除く）

• 院内に勤務場所とは別に、労働に該当しない研鑽を行う場
所を設ける等

• 医療機関ごとに研鑽に対する考え方、手続、その取扱い等
を明確化し、書面等にて示し、職員に周知

102

例えば、院内カンファレンスについて、①出席が義務とされ労働時間にカウン
トされる、②出席義務はなく労働時間にカウントしない、を明確に示すといっ
たことが医療機関に求められる。



医師の「自己研鑽」に係る労働時間

• 所定労働時間内の、

• 使用者に指示された勤務場所（院内等）における研鑽に
係る時間は労働時間

• 所定労働時間外の、

• 上司の指示（明示・黙示）により行われる研鑽に係る時
間は労働時間

ただし、

時間外の研鑽については、医師が自発的に行うものも少なくない
ため、以下の研鑽の類型ごとに判断の基本的考え方が示されている
• 一般診療における新たな知識、技能の習得のための学習
• 博士の学位を取得するための研究及び論文作成や、専門医を取得
するための症例研究や論文作成

• 手技を向上させるための手術の見学
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医師の「自己研鑽」のガイドラインの一例

出所：日本医師会 医師の働き方検討委員会 答申(平成30年4月)
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様々な労働時間制度
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通常の労働時間制 変形労働時間制 フレックスタイム制 専門業務型裁量労働制

１日・１週の所定労
働時間の長さ

１日８時間、１週40
時間以内

１週平均40時間以内
であれば、８時間を
超える日、40時間を
超える週が可能

制約なし
（清算期間平均で週
40時間以内)

1日8時間、1週40時間
以内

１日・１週の所
定労働時間の長
さ

制約なし

始業・終業時間
（労働時間としての
拘束）

事業者が指定 事業者が指定
コアタイムのみ事業者
が指定。それ以外は労
働者が自由に設定。

始業・終業時間の拘束
はない

始業・終業時間
（労働時間とし
ての拘束）

始業・終業時間の拘束
はない

活動の自由度
始業・終業時間内は
原則すべて労働

始業・終業時間内は
原則すべて労働

コアタイム
※１

内は原則労働
だが、それ以外はフレキシ

ブルタイム※２の範囲内で労
働者が自由に設定。(注）

自由 活動の自由度 自由

対象医師の制約 診療に従事する医師 診療に従事する医師 診療に従事する医師

・大学病院のみが対象
・研究がメイン（労働
時間の半分以上）であ
ることが要件

対象者の制約

・医師は対象外
・年収1075万以上（金
融商品開発、ディーリ
ング業務など）

2024年度以降の医師
の労基法上の時間外
労働時間上限

原則960時間
特例1,860時間

原則960時間
特例1,860時間

原則960時間
特例1,860時間

原則360時間、特別条
項720時間
＊ 休日労働は含まな
い

労基法上の時間
外労働時間上限

なし

時間外割増賃金
深夜割増賃金
休日割増賃金

支給される 支給される 支給される 支給される
時間外割増賃金
深夜割増賃金
休日割増賃金

支給されない

法定休日 あり あり あり あり 法定休日
なし(年104日以上の休
日を必ず確保)

2024年度以降の
医師の
健康確保措置

労働安全衛生法
+医療法上の措置
（勤務間インターバ
ル等）

労働安全衛生法
+医療法上の措置
（勤務間インターバ
ル等）

労働安全衛生法
+医療法上の措置
（勤務間インターバ
ル等）

労働安全衛生法+健康
福祉確保措置(労使協
定で定める）

健康確保措置

労働安全衛生法
＋　特別な健康確保措置
（２週間の連続休暇、勤
務間インターバル等から
選択、健康管理時間）

【参考】高度プロフェッショナル制

(注） ※１コアタイム：労働者が１日のうちで必ず働かなければならない時間帯です。 必ず設けなければならないものではありませんが、これを設ける場合には、その時間帯の開始・終了の時刻を協定で定める必要があります。
※２フレキシブルタイム：労働者が自らの選択によって労働時間を決定することができる時間帯のことです。フレキシブルタイム中に勤務の中抜けをすることも可能です。
【参考】フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の手引き　https://www.mhlw.go.jp/content/000476042.pdf

労働時間制の比較
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出所：日本医師会「医師の特殊性を踏まえた検討委員会」答申（R2.6月）



第７回 医師の働き方改革の推進に関する検討会
資料４（令和２年３月11日）
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フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の
手引き（厚生労働省）
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専門業務型裁量労働制の留意点

専門業務型裁量労働制でも一般
事業者と同様の就業形態である

出所：専門業務型裁量労働制の適正な導入のために（東京労働局 労働基準監督署）

無制限の労働契約が締結できる
わけではないことに注意。
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専門業務型裁量労働制 高度プロフェッショナル制

１日・１週の所定労働時
間の長さ 1日8時間、1週40時間以内 制約なし

始業・終業時間
（労働時間としての拘束） 始業・終業時間の拘束はない 始業・終業時間の拘束はない

活動の自由度 自由 自由

対象者の制約

大学病院のみが対象
研究がメイン（労働時間の半分以上）である
ことが要件

医師は対象外
年収1075万以上（金融商品開発、ディーリ
ング業務など）

労基法上の時間外労働
時間上限

原則360時間、特別条項720時間
＊ 休日労働は含まない なし

時間外割増賃金深夜割
増賃金 休日割増賃金 支給される 支給されない

法定休日 あり なし(年104日以上の休日を必ず確保)

健康確保措置
労働安全衛生法+健康福祉確保措置(労使
協定で定める）

労働安全衛生法
+特別な健康確保措置（２週間の連続休暇、
勤務間インターバル等から選択、健康管
理時間）

出所：日本医師会「医師の特殊性を踏まえた検討委員会」答申（R2.6月）

専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制

専門労働型裁量労働制における自院内での宿日直業務、副業・兼業先の医療機関
での宿日直業務については、今後、検討しなければならない課題 110



ご清聴ありがとうございました。


